	外食産業


１人当たりの外食支出額の増加などもあり、平成29年の市場規模は６年連続のプラスとなった。30年は、相次ぐ災害の影響で売上高が一時落ち込むも、観光庁のプロモーション活動もあり、回復は早かった。
改正入管法、軽減税率など法制度が大きく変化する中で、各企業とも創意工夫を重ねている。
業界概要

外食産業の範疇は広く、日本標準産業分類の中分類Ｍ76（飲食店）及び77（持ち帰り・配達飲食サービス業）に該当する。飲食店は、①食堂，レストラン、②専門料理店（料亭、中華料理店、焼肉店等）、③そば・うどん店、④すし店、⑤酒場，ビヤホール、⑥バー，キャバレー，ナイトクラブ、⑦喫茶店、⑧その他の飲食店（ハンバーガー店、甘味処等）が含まれる。
一方、持ち帰り・配達飲食サービス業は、客の注文に応じて調理した飲食料品を持ち帰る状態で提供する、あるいは調理した商品を客の求める場所に届けるような事業者である。持ち帰りのすしや弁当のほか、クレープ、宅配ピザ、仕出し料理、配食サービス、病院給食などがこれに該当する。
　なお、本調査では飲食店を中心にヒアリングを実施した。
外食産業の歴史

日本における外食文化の歴史は古く、江戸時代の前期に始まった浅草金竜山の奈良茶飯や、後期の高級料亭、屋台によるにぎりずしや天ぷらなど、現在の日本を代表するさまざまな料理がこの時代に生まれた。明治初期から中期には、本格的な西洋料理よりも牛鍋（すき焼きの原型）やカレーのような、和洋折衷料理としての洋食が登場するものの、人々が日常的に飲食店を利用するようになったのは大正時代以降といわれる。
戦時期には、都会において当時の食糧難を反映した「雑炊食堂」という業態が出現した。とはいえ、外食産業として急速に発展し日常化するのは、米国で戦前に確立されたチェーンレストランという近代的な経営手法を用いた、ファミリーレストランやファーストフードが登場する1970年以降である。
その後は、人々の暮らしが豊かになったことや、核家族化の進展、独り暮らし高齢者世代といった単身世帯の増加、女性の就業率の増加、ライフスタイルの多様化に伴って、外食産業は需要を拡大した。特に、80年代半ば以降、エスニック料理、フランス料理、イタリア料理などのグルメブームが巻き起こり、ガイドブックの出版や雑誌でのレストラン紹介など、メディアへの露出が増えた。

しかし、バブル崩壊後の景気低迷によって、外食産業の市場拡大は97年をピークに終止符が打たれ、90年代からは、低価格路線が浸透する一方で、テイクアウトや中食（総菜、弁当等）市場が伸長していく。2000年以降は、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）や鳥インフルエンザの発生、食品偽装、残留農薬などの出来事をきっかけに、食の危機管理や安全性に消費者の関心が高まる中、11年まで市場は縮小傾向を辿った。
大阪の地位と特徴
わが国の外食産業の規模をみると、事業所数が49万9,542店、従業者数が362万6,018人（総務省『平成28年経済センサス-活動調査』）、市場規模は25兆6,561億円（食の安心・安全財団「平成29年外食産業市場規模推移」）となっている。なお、大阪の地位は事業所数が37,417店（対全国シェア7.5％）、従業者数は28万6,671人（同7.9％）となっている。
売上高は企業により明暗分かれる
全国の市場動向をみると、29年は10月に台風や長雨などの天候不順で伸び率は鈍化したが、１人当たりの外食支出額の増加や、訪日外国人の増加、法人交際費の増加傾向などから、同年の市場規模は前年比0.8％の増加と、６年連続で前年を上回った（日本フードサービス協会資料）。
大阪の動きについては、最近２～３年でみると、企業により事情が異なる。ラーメン店から弁当店への業種変更や店舗拡張により、３年前よりも売上高を増やした企業がある一方で、増加する競合店への適切な対抗策を取れず、売上高が平均で７％減少した企業もみられた。また、家族葬の増加で、仕出し料理部門の売上高が従来の半分近くまで減少した企業もあった。
これらの明暗は、社会経済環境の急速な変化に業種や業態を適応させることの難しさを表している。ただし、この１年の業界の売上高は、訪日外国人数の伸長に加え、客単価の高い業態が好調であることなどから、横ばいから微増で推移している。
相次ぐ自然災害の影響
足元の売上高をみると、10～11月は前期比で大幅増となった。その要因は、６月の大阪府北部地震、台風12号（７月）、21・24号（９月）と自然災害が続いたことによる。被害状況がＳＮＳなどで拡散され、外国人が訪日を敬遠した反動増が当期に現れた。なお、観光庁を中心に企業や自治体が連携し、被災地域を対象にしたプロモーション活動などが奏功し、７～９月期からの回復は早かった。
前年同期比は10～15％減となる企業がみられた一方で、閑散期におけるＤＭの送付や電話営業といった施策により、高級おせち料理の注文が好調となった和食店もあり、一部に明るさはみられる。
顧客単価は弱含みから横ばい
大学の近隣に立地するカフェバーでは、大学生の宴会が減少したことやメニュー価格の引き下げにより、直近の顧客単価は数％下落した。また、ある創作料理店では夜のドリンクの販売を強化しようと、料理を大皿から小皿にポーション（一皿の分量）を減らし、価格を引き下げた。すると、来客数は増えたものの、顧客単価は下落したという。
このように、総じて顧客単価は弱含みから横ばいで推移している。
飲食も娯楽の一つであるが、浸透しつつある「プチぜいたく」が飲食に向けられているかは疑わしい、との声もある。娯楽の多様化で、例えばグランピングなど外食産業とは関連の薄い分野で消費されている可能性も考えられる。
新たな出店スタイルの出現
ヒアリング企業では、29～30年にかけて店舗の拡張や新業種の出店、内装やファサード（店舗正面の外観）のリフォームといったまとまった投資はあったが、業界全体ではさほど積極的な動きはみられない。
　むしろ、出店コストを極力抑える方法を模索する動きがある。例えば、１つの店舗を昼はカレー店、夜はバーのように業態を変える出店である。昼間のアイドルタイムや他業種の店舗の一角を活用する「間借り営業」は、初期費用が抑えられ、開業のハードルが下がることから、府内ではカレー店をはじめとする間借りスタイルの出店が増えている。
　このほか、実店舗とキッチンカー（移動販売車）を組み合わせる業態もみられる。イベントにキッチンカーで出店し、知名度を上げて新規顧客を獲得する方法である。なお、各種イベントに出店するキッチンカーをブッキングする企画会社も現れるなど、新たなビジネスモデルが構築されつつある。
飲食店経験者の確保が難しい
少子高齢化や近年の売り手市場の下、外食業界への就職人気は必ずしも高くはない。ヒアリングによると、随時中途採用を行う企業は多いが、ホール係・調理師ともに経験者を確保することが困難になっている。本来であれば、新規採用者を研修して技術を習得・向上させるべきであるが、中小企業では研修を行う時間的・金銭的余裕がないことから、不慣れな未経験者を雇わざるをえない状況にある。
　こうした事情を反映してか、大阪外食産業協会が採用者定着のためのノウハウを学ぶセミナーを実施したところ、会員企業の関心がとても高かったという。
今後の見通し
2020年の東京オリンピック・パラリンピックを目前に控え、2018年に3,000万人を突破した訪日外国人は、今後さらなる増加が見込まれる。現状の飲食サービスにおいて、彼らはキャッシュレス化の遅れに不自由を感じており、早急に解決すべき課題の一つとなっている。
雇用の面では、働き方改革の潮流を踏まえて、ビジネスモデルの見直しを余儀なくされるとの意見もあった。その一方で、深刻な人手不足の解消に向けて、2019年４月に施行される改正出入国管理法により、外食業を含む14業種での単純労働を含めた就労を認める、新たな在留資格が創設される。大阪外食産業協会によると、外国人労働者の活用については積極的に受け入れを推進するという。
　さらに、10月１日から軽減税率制度が実施されることも考えると、2019年はわが国の法制度が大きく転換する節目になる。そうした変化の中で、繁盛店づくりのために空間デザインの知識を習得したり、保育・介護・レジャーといった地域のニーズを解決するサービスを提供する動きなど、各企業とも厳しい時代を生き残るための創意工夫を重ねている。
（山本　敏也）
※前回の調査時期は、平成27年10～12月期
飲食店等の市場規模の推移（大阪府）
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資料：食の安心・安全財団『外食産業市場規模推移』
飲食店の推移（大阪府）
[image: image2.emf]（単位：店、人、％）

前  回

調査比

前  回

調査比

平成18年 60,191 -3.7 337,259 -0.2

21年 56,843 - 385,537 -

24年 51,441 -9.5 357,902 -7.2

26年 50,913 -1.0 355,903 -0.6

28年 47,739 -6.2 342,991 -3.6

事業所数 従業者数


資料：総務省『事業所・企業統計調査』、『経済センサス－基礎
調査・活動調査』
（注）21年以降の経済センサスは、調査手法等が「事業所・企
業統計調査」とは異なるため、18年との時系列比較は行
わない。
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